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特集●公衆衛生の危機
公衆衛生システムの危機─専門性とアイデンティティ強化のために 桜木記念病院副院長 佐甲 隆

労働者保護からみたわが国の公衆衛生の危機 奈良県立医科大学医学部医学科地域健康医学教室教授 車谷 典男

子どもの支援と公衆衛生への期待 カトリック大阪大司教区 こどもの里館長 荘保 共子

医療崩壊を阻止せよ─国民皆保険制度と医療の未来 日本医師会副会長 今村 聡

わが国の感染症対策と公衆衛生の課題 岡山市保健所長 中瀬 克己

災害公衆衛生チーム(Disaster Public Health Assistance Team : DPAT)の創設と

災害時における保健所の役割 大阪府枚方保健所長 笹井 康典

わが国の公衆衛生と保健所の危機 愛媛大学医学部附属病院医療福祉支援センター長 櫃本 真聿

地方衛生研究所の将来 群馬県衛生環境研究所長 小澤 邦寿

公衆衛生医師のアイデンティティの危機 神戸市保健福祉局・神戸市保健所医務担当部長 白井 千香

●視点

アフリカの結核対策─DOTS推進に向けて 上智大学総合人間科学部看護学科教授 徳永 瑞子
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わが国では茨城県は日本で初めて原子炉の火がともっ

たところであり，また JCO の臨界事故を経験し，さらに原

発の近い距離に県庁が存在しています．原子力災害と公

衆衛生の関係を最も考えている県ではないかと思っていま

す．その隣の福島県で，わが国初の原発事故が起こりま

した．

私が南相馬市に何回も足繁く通うことになった理由は，

阪神・淡路大震災(1995 年)を契機に全国の自治体から

被災者の健康支援を行う派遣・応援態勢が確立されてい

たはずなのに，東日本大震災(2011 年)の後，原発災害

のあった 30 km 圏内には公的な保健師等の派遣が全くな

されない事態になっていることが報道され，気がかりになっ

ていたからです．昨年 5 月に，ようやくボランティア保健師

とともに現地に入ることができました．そこに入らないと実感

できない雰囲気が存在していました．1 万人を超える人々

が住み続け，子どもの姿がない，医療など国民に対して保

証されるべき，基本的な住民サービスが提供されていない

ことは衝撃でした．4 月から長崎大学の医療チームの派遣

がありミニマムな医療支援が行われ始めていましたが，経

済発展一辺倒で，人を守ることが常に後回しにされてきた

日本社会の有り様を実感させられました．

現地から帰阪する度に，私もしばらく鬱状態になりました．

現地の人でないとわからないことが沢山あります．そのため

に何とか，福島の現地の関係者から，原発災害の見えな

い部分を全国に発信していただきたいと，この間考えてきま

した．本特集において，現地の保健医療関係者のご協力

により，少しは実現できてホッとしています．

(高鳥毛敏雄)
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高鳥毛敏雄 関西大学社会安全学部教授
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